平成26年度第２回　大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会　議事概要
日　時：平成26年９月26日（金）午後１時半から午後３時半まで
場　所：大阪府庁新別館北館４階　職員会議室７・８
委員者：大谷部会長、上田委員、辻委員、長野委員、舟木委員、森委員
事務局：地域生活推進G　有山総括補佐、谷岡総括主査、田中技師
概要

１．議題１「相談支援ハンドブックの事例について」
(1)　資料１～３について説明

(2)　委員からの意見

≪資料１（施設入所の事例）について≫

（大谷部会長）
・本事例の意図は入所から退所までの支援か。
（辻委員）

・施設入所者に対する支援において、施設に入ったきりにならないように、また、退所後も見据えた支援を考えるきっかけとなるようにと思い、作成した。
・相談支援事業所からショートステイや施設入所の相談を受けることも増えてきているが、入所後、相談支援事業所の支援が途切れてしまいがちである。本人の生活の今後の方向性については、本人と相談支援専門員が中心となって決めていくもの。そのあたりも伝えるため、施設入所後もまめな聴き取りが必要であることをポイントに加えた。
・サービス等利用計画は全体の方向性が見えるもの、個別支援計画は全体の方向性に添いつつ、施設での支援を位置付けるもの。対比して掲載するなど、見せ方を検討したほうがよい。
（大谷部会長）

・サービス等利用計画と個別支援計画の関係性についても理解しやすいよう、事務局で掲載の仕方を検討されたい。

・入所者の計画はどのくらい進んでいるか。
（辻委員）

・当施設ではあまり進んでいない。市町村からの問い合わせは増えている状況。
・施設とは違う立ち位置で支援するものとして、相談支援専門員の役割が重要。

（大谷部会長）

・モニタリングについて、３か月後のモニタリングであることがわかるよう記載しておいたほうがよい。

（事務局）

・本事例は入所当初の内容を記載いただいており、当初の目的として入所中の事例についての相談支援専門員と施設の役割を伝えること、入所中においても地域生活を含めて本人の将来の生活について検討していくことを伝える点では現時点の事例で目的は達成しているが、欲を言えば、地域移行に向けた支援の段階があればよりよいのではないかとも考えるが、いかがか。

（森委員）

・地域生活へ移行するとすれば、辻委員としてはどれくらいの期間をイメージするか。

・在宅生活を送るためには、住宅改造などもできるよう支援するということか。
（辻委員）

・50歳のケースでもあるため、本人の体調等も整えてということになるが、３～４年程度か。
・住宅改造含めて支援していくイメージ。

（大谷部会長）

・CILであれば、ピアや相談支援専門員がサポートして在宅生活に向けて支援していくだろう。
（辻委員）

・施設入所の入り口か出口なのかが、両方とも記載すると焦点がわかりにくくなってしまう。前回のハンドブックで地域移行支援はあるため、今回は原案のように入口の支援がよいのではないか。

（各委員）了解。

≪資料２　精神科病院からの地域移行の事例≫
（舟木委員）
・地域移行支援は計画相談に比べ、まだ進んでいない状況であるが、一般相談支援事業所内で相談支援専門員と地域移行推進員の役割の整理が十分にはなされていない。また、計画相談と地域移行支援とは別の事業所が連携して支援していくことも想定されるが、今までのケースでは、同じ相談支援事業所内で支援にあたってきた。今回も同じ事業所を想定して記載したが、正直、迷うところ。
（長野委員）

・計画相談支援と地域移行支援を違う相談支援専門員が担当するのは、現状では援護の実施市から離れた場所で入院しているケースぐらい。同じ相談支援専門員が担当しているほうが現実的と思われる

（大谷部会長）

・現在、計画策定に向けた作業をしていると思うが、地域移行支援は進んでいるのか。

（長野委員）

・茨木市では１桁の利用。地域移行支援というサービスの利用を選択して地域移行するケースが少ない。

・地域移行支援のイメージがもてておらず、特定相談支援事業所も地域移行支援の利用という選択肢を取っていないと思われる。また、地域移行にあたっては、地域移行支援の個別給付ではなく、病院のPSWが支援しているケースもあると考えられる。

（舟木委員）

・病院と相談支援事業所との連携はポイントとして吹出しをいれているが、相談支援事業所間の役割と連携までコメントできていない点も気になるところ。
（事務局）

・今までの話を聞くと、地域移行支援のサービスの具体的な支援の記録も作成すると、地域移行支援がどのように支援をしているのか分かり、支援の実施につながるのではないかと思う。

・サービス提供記録（国様式）は細かい支援までは記載しないが、そこに吹き出しをつけて支援の例を書くと、計画相談と地域移行支援の業務の違いなどをイメージしやすくなるのではないか。

（長野委員）

・病院や相談支援事業所がまだ地域移行支援のイメージをつかめていない。そういう意味では、具体的なイメージがあればわかりやすいと思われる。

（舟木委員）

・地域移行支援において、どの時点でどの役割を担い、どう支援するかわかるようにしたほうがよい。

（事務局）

・事務局でイメージを作成するので、ご確認いただきたい。

・地域定着支援についても、どのような支援を行うかイメージできるよう、支援経過をP19に記載できればと考えている。
（大谷部会長）

・地域定着支援の工夫については堺市ではどのようにしているのか。

（森委員）

・堺市では基幹相談支援センターの設置に伴い、委託相談事業所であった支援センターの委託を引き上げた経過がある。すでに支援に入っているケースについて引き続き対応できるよう、地域定着支援を利用できるケースに支給決定を行ったため、利用者も多い。
・何らかの形で関わることが必要なケースについて、地域定着支援を利用した。

（長野委員）

・茨木市では、現在は地域定着支援の利用はない。担い手不足が課題である。

（事務局）

・森委員にいただいた地域定着支援の事例については、コラムとして掲載するなど、掲載方法について相談したい。

・地域移行後に、電話相談や訪問対応などをした例はどのようなものがあるか。
（舟木委員）

・退院後の電話相談は多く、訪問看護など支援者と連携して対応したケースはある。そのあたりを集めれば、地域定着支援の支援経過は書けるかもしれない。

（大谷部会長）

・地域定着支援の経過については、舟木委員で作成を願いたい。

≪資料３　障がい児の事例≫

（上田委員）

・障がい児のニーズ整理のポイントについて、自分なりにまとめたが、他の事業所がどうしているのか、他府県含めて情報があるのであれば、それを参考にまとめることも考えたいので、形式がこれでよいかも含めて意見をうかがいたい。

（大谷部会長）

・障がい児相談支援についてはまだ進んでいない状況。

・全国的に特に、これ、という進んだ様式はないと思う。形式やポイント等についても、この形でよいのではないか。

（上田委員）

・児童の発達をおさえた支援をしなければならないことを伝えたい。

・関係性の構築や相談支援事業所が仲介役を果たすことなど、今後の課題となるだろう。

（長野委員）

・関係機関との連携は課題と思われる。

・複数の機関が関わり、複数の人のニーズが出てくるため、ネットワークが組みにくい。

・親自身も課題を抱えるケースも増えている。

（森委員）

・親の想いと本人の想いにズレがあることは成人の方でも見られる。児者ともに、親・家族との考えの整理は課題となっている。

・保護者が子どもの状況・能力よりも高いものを求める場合はどのように対応しているか。

（上田委員）

・子どもの生活場面の話を聞きながら、今の状況を説明している。その上で、保護者の希望も取り入れている。

（大谷部会長）

・気付きの促しという面でも、保護者に状況を聞きながら、子どもの状態を説明するのは大切。

・子どもの権利擁護の視点についても、ニーズ整理のポイントに加えてもらうとさらによいだろう。

≪掲載の仕方について≫

（辻委員）

・障がい者の事例では５ピクチャーズから計画に下線でつながりを、障がい児の事例ではアセスメント票から計画に下線がつながっている。どこからどこへつながるのかがわかるようにしたほうがよい。

（大谷部会長）

・地域定着支援についてコラムの載せ方は事務局で工夫されたい。また、本来の主旨で利用している例についても掲載したほうがよい。

（森委員）

・入所施設から地域移行した事例もある。

（事務局）

・掲載方法については、事務局で検討し、わかりやすいよう工夫する。

・地域定着支援のコラムについては、また森委員にも相談させていただきたい。

２．今後のスケジュールについて
（事務局）

・当初のスケジュールどおり、本日議論した３事例については、次回３回目の会議で完成させ、公表したい。
・姜委員にお願いしていた在宅のケースについては、追加で４回目の会議を開催し検討したい。委員の皆様お忙しいと思うが、ご協力お願いしたい（11月下旬～12月初旬で後日日程調整）。
　【第３回部会】

　　日時：１０月２７日（月）１０:００～１２:００

　　場所：大阪府公館
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